
「実践型人材養成システム」を
活用してみませんか?

＜実践型人材養成システム実施のメリット＞

１．自社の人材ニーズに合致した人材の育成・確保が可能となります。

２．募集広告に「認定実践型人材養成システム」と表示することができます。

これにより、人材育成に積極的な企業であることのPRが可能となります。

３．この制度の利用を通じて、自社の人材育成・研修体制の構築が可能と

なります。

４．国の助成制度を活用することにより訓練にかかる費用の負担を軽減でき

ます。

事業主の皆さまへ

「実践型人材養成システム」は、企業現場における実習（OJT）と企業
ニーズに即した座学など（Off－JT）を組み合わせた実践的な訓練の総

称で、新規学卒者などの将来的な中核人材として育成することを目的と

しています。また、短時間等労働者の正社員化などにも活用できます。

訓練を実施する事業主の皆さまへの助成など、支援を拡充しましたので、

ぜひ、導入をご検討ください。
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組み合わせて実施

「実践型人材養成システム」のイメージ



対象者 ：15歳以上45歳未満の方

活用方法：新たに雇用した対象者を、企業の将来的な中核人材として育成すること
が可能です。（訓練開始日の概ね２週間前の日から開始日までの間に、新たに雇
い入れる方）

厚生労働大臣の認定を受けるには、以下のような要件を満たすことが必要です。

◆訓練期間は、６カ月以上２年以下であること

◆総訓練時間は、訓練期間１年当たり換算で850時間以上であること

◆訓練時間に占めるOJTの時間数の割合は、２割以上８割以下であること

◆訓練の修了時に客観的かつ公正な方法で職業能力を評価すること※１
※１ キャリア形成促進助成金（３ページ参照）の対象となるためには、
「ジョブ・カード様式４（評価シート） 」に基づき、訓練評価を行う必要があります。

◆ Off-JTは、訓練実施事業主以外の方が設置する公共職業訓練施設や専門学校

などの施設で実施される訓練に限ります。
（ただし、職業訓練に適合するものとして都道府県知事の認定を受けた職業訓練を実施する事業主
である場合はこの限りではない）

※ すでに雇用している短時間等労働者のキャリア・アップにも活用できる場合があります。（3ページを参照）

※ 建設業や製造業に限り、すでに雇用している正社員にも活用できる場合があります。（3ページを参照）

訓練の対象者と活用方法

※ 
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訓練の認定基準

実践型人材養成システムを実施される事業主の皆さまへの助成

助成内容 ❶通常（中小企業）
➋ものづくり人材育成訓練

中小企業 中小企業以外

Off-JT

経費助成※１ １/２
２/３

（事業主団体などを含む）
１/２

賃金助成※2 800円/ｈ 800円/ｈ 400円/ｈ

OJT 実施助成※3 600円/ｈ 700円/ｈ 400円/ｈ

※１ １人１コースあたりの支給上限額は、訓練時間などに応じて以下のとおりです。

・訓練時間 20時間以上100時間未満の場合は、
・訓練時間100時間以上200時間未満の場合は、
・訓練時間200時間以上の場合は、

※２ １人１コースあたりの賃金助成時間数は、原則1,200 時間が限度となります。
※３ １人１コースあたりの支給上限額は、❶40万8千円、➋中小企業47万6千円･大企業27万2千円となります。

その他、詳細についてはお近くのハローワーク、またはジョブ・カードセンターまでお問い合わせくだ
さい。

❶ 7万円、➋中小企業15万円･大企業10万円
❶15万円、➋中小企業30万円･大企業20万円
❶20万円、➋中小企業50万円･中小企業以外30万円



▶短時間等労働者のキャリア・アップに活用（キャリア・アップ型）

◆キャリア・アップ型の対象者は、以下のどちらにも該当する方

・15歳以上45歳未満の方

・すでに雇用している短時間等労働者※で、訓練開始日の概ね２週間前の日から開始日までの間に、

正社員に転換される方

◆訓練の認定基準は、２ページと同じ

※「短時間等労働者」とは、次の①か②のどちらかに該当する方
①期間の定めのない労働契約を締結している労働者で、１週間の所定労働時間が同一の事業所に雇用
される通常の労働者と比べ短く、かつ、30時間未満の方
②期間の定めのある労働契約を締結している方

▶既に雇用している正社員に活用（ものづくり人材育成訓練）

◆「ものづくり人材育成訓練」の対象事業主

建設業または製造業の事業主のみ対象

◆対象となる訓練

ものづくり人材育成訓練は、以下の３種類

①企業が単独で実施する訓練（企業単独型訓練）

②複数の企業が連携して実施する訓練（企業連携型訓練）

③事業主団体などと企業が連携して実施する訓練（事業主団体等連携型訓練）

◆ものづくり人材育成訓練の対象となる方

15歳以上45歳未満の新規採用の方や既に雇用している短時間等労働者（訓練開始日の概ね２週

間前の日から開始日までの間に、正社員に転換される方）に加え、既に雇用している正社員も対

象です。

◆訓練の認定基準は、２ページと同じです。
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＜参考：訓練実施事業主の皆さまの声＞
実践型人材養成システムに取り組んでいる事業主の皆さまからの声が寄せられています。

情報サービス分野 ：Ｂ社ものづくり分野（鍛造）：Ａ社

介護分野： C社



１.訓練実施計画を作成
企業と教育訓練機関が十分に協議し、 OJTとOff－JTとを密接に組み合わせた訓練

実施計画を作成します。

４.訓練生の選考を行い、雇用契約・訓練契約を締結

訓練期間中の訓練生は、労働者なので労働関係法令を遵守することが必要です。

6.職業能力を評価
ジョブ・カード様式４（評価シート）により、訓練生の職業能力を評価してください。

３.訓練生を募集
企業の広告や募集広告などに、「認定実践型人材養成システム」と表示し、訓練生を募集

することができます。（キャリア・アップ型については、自社内の非正規労働者から候補者を選抜）

現場の中核人材として、活躍！

5.訓練開始
企業と教育訓練機関が密接な連携を図りながら訓練を実施してください。

（下の図は、新たに対象者を雇用した場合の例）

｢実践型人材養成システム｣で人材育成してみませんか

２.訓練実施計画の申請 ＜訓練実施計画を申請し、厚生労働大臣の認定を受ける＞

認定申請は、各都道府県労働局を通じて厚生労働大臣に提出することができます。

4

＜手続きの流れ＞
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◆ジョブ・カードセンターでは、訓練実施計画の作成、訓練の実施準備、訓練実施上の課題解決、職業能

力の評価の実施などについて各種支援をしています。

◆訓練の申請書類のひな型については、厚生労働省ホームページに掲載しています。
厚生労働省トップページ ＞分野別の施策「雇用・労働」職業能力開発 ＞施策情報「ジョブ・カード制度」
＞施策紹介「ジョブ・カード制度」＞事業主の方、企業採用担当者の方へ「ジョブ・カード制度の活用」
＞雇用型訓練に関する手続きのお知らせ

http://www.mhlw.go.jp/bunya/nouryoku/job_card01/koyoukunren.html

◆ 認定基準の詳細や手続、訓練終了後の助成金の支給申請手続きなどについては、お近くのハローワーク、

またはジョブ・カードセンターにお問い合わせください。


